
加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅資金貸付金回収事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

住宅資金の貸付事業については平成８年度に終了し、現在は回収事務のみを実
施している。借受人や保証人の高齢化や死亡が多く、相続人等の状況について
適正に管理する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住宅改修資金及び住宅建設資金の借受人及び保証人・連帯保証人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

滞納者に対する臨戸訪問や市外の滞納者に対する現状把握を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

滞納者の正確な現状把握と納付再開を図る。

95233131

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 131

財　

源　

内　

訳

□拡充

滞納者への臨戸訪問や督促を行っており、滞納解消に向けて引き続き事業を実
施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 131

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３０貸付金回収事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 813 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅資金貸付金回収事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

- 814 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学資金回収事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

奨学金の貸付については平成１６年度に終了し、現在は貸付金の回収事務のみ
を実施している。借受人や連帯保証人の状況について適正に管理する必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域改善対策奨学資金の借受人及び連帯保証人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

滞納者に対する督促及び臨戸訪問を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

滞納者の現状把握及び納付再開を図る。

849

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9

財　

源　

内　

訳

□拡充

外勤徴収等を含め、借受人等への催告を実施し、滞納解消に向けて引き続き事
業を実施していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３０貸付金回収事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 815 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 奨学資金回収事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

- 816 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区公民館等維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地区公民館については、順次地元町内会に移管を行ってきたところであるが、
移管が完了していない４公民館の管理を地元町内会に委託している。また、児
童公園２２カ所の維持管理を地元町内会に委託している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地区公民館及び児童公園が設置されている地区の住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地区公民館及び児童公園を地元町内会に管理委託する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域での有効活用を図る。

2,1662,5152,446

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,446

財　

源　

内　

訳

□拡充

地区公民館及び児童公園については、地元町内会と管理委託契約を締結するこ
とにより、効率的な維持管理ができている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,446

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０４０地区公民館等維持補修事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 817 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区公民館等維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

- 818 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権アドバイザー活動事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

現 状 と 課 題

人権アドバイザーによる人権教育活動や人権相談を実施している。人権アドバ
イザーの人材確保が課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民及び行政機関、教育機関、企業の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

企業や地域の各種団体等が実施する研修等の講師として派遣する。人権教育の
実践や指導・助言に必要なスキルを向上するため、市が実施する研修を受講す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

人権意識の高揚を図る。

3,8478,1018,838

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,838

財　

源　

内　

訳

□拡充

各種団体や町内懇談会等、自主的な人権教育・啓発活動での指導・助言や人権
相談を実施するうえで必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,838

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０２５人権アドバイザー活動事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 819 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権アドバイザー活動事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

アドバイザーの人数も増え、市内での認知度も高くなったことから、市内での人権研修会の
参加者数が目標値の１００００人を達成した。

人権アドバイザー年間
活動回数

回 6021,7621,766

活 動 指 標
分 析 結 果

委嘱者数が平成２７年度１２名から平成２８年度は２１名、平成
２９年度からは２３名と増え、講話の依頼数も増えてきている。

人権アドバイザー講師
による人権研修会参加
者数

目 標 値

10,000

目標年度

平成32
年度

4,18510,25710,288

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

- 820 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権教育事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 昭和45年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

現 状 と 課 題

人権学習講座等を開設しているが、より多くの市民の参加が得られるよう取り
組む必要がある。また、人権課題に取り組む人権のまちづくり事業については
毎年多くのグループが活動しているが、今後はグループの活動内容を広めてい
く必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

様々な人権課題の解決に向けて自主的に取り組もうとするグループ及び個人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

さまざまな人権課題に対して、市民レベルでの自主的な取組を推進していくた
めに、「人権のまちづくり事業」を実施する。また、地域のリーダー育成を目
的として研修や講座を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域の人権課題に対し、市民が自主的に活動ができるよう、地域のリーダーと
なる人材を育成する。

10,0259,6019,561

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 1,162

地 方 債

一 般 財 源 8,399

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民グループによって展開されているまちづくり事業については、兵庫県人権
教育研究大会で実践発表するなど市外に活動を広げるグループもあり効果をあ
げている。今後は、市が実施する「人権学習専門講座」なども合わせて、人権
に関する学習機会の更なる充実を図り、人権啓発リーダーを育成する必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,561

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０人権教育事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 821 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権教育事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

団体

対 象 指 標 名

補助事業参加グループ
数

1413

成 果 指 標
分 析 結 果

地域行事での広報活動や地域社会への発信活動を行うグループの数が増えた。また、市外か
ら活動依頼があるグループもある。今年度は、グループ同士での交流を行うなど、ヨコのつ
ながりを広げていきたいと考える。また、人権課題に取り組んだ時間は増え、グループ内の
活動の深まりが見られる。

人権課題に取り組んだ
時間数（１グループあ
たり）

時間 253331

活 動 指 標
分 析 結 果

人権課題に関する活動時間について、全てのグループが要項に規定
する１０時間を実施しているが、グループごとに実施時間数の差が
見られる。

地域社会への発信活動
グループ数

目 標 値

5

目標年度

平成29
年度

1636

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

グルー
プ

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権啓発事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 昭和45年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

現 状 と 課 題

人権啓発については、加古川市人権・同和教育協議会を中心にさまざまな団体
と連携して進めているが、人権講演会等の参加者が固定化・高齢化しており、
幅広い年代の参加を促す必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民一人一人の人権が尊重されるまちづくりに向け、人権講演会や人権セミ
ナー等多様な人権啓発の機会を提供する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の人権意識の向上を図る。

11,49311,91613,085

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 2,144

地 方 債

一 般 財 源 10,941

財　

源　

内　

訳

□拡充

人権教育講演会は、例年多くの参加者があり、人権に関するいろいろな気づき
を得ることができると満足度も高い。引き続き市民のニーズにあった講師の選
定などを行い、より幅広い年齢層へ継続的にアプローチする手法を検討してい
く必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 13,085

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５人権啓発事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権啓発事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

人権講演会後に参加者にアンケート調査を行っている。その結果から‘満足だった’‘まぁ
満足だった’と答えた人の割合について目標を達成することができた。

人権講演会の参加数 人 9858831,006

活 動 指 標
分 析 結 果

人権フォーラムについては、いろいろな方法で周知を行った結果、
千人を超える参加があった。

講演会参加者の満足度

目 標 値

90

目標年度

平成32
年度

989294

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権啓発推進員活動事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 昭和48年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

現 状 と 課 題

町内懇談会が各地区で開催され、人権啓発は一定の成果をあげているが、一方
で参加者の固定化・高齢化が見られる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各町内会等で推薦された人権啓発推進員が中心となり、地域において人権研修
を実施する。また、加古川市人権啓発推進員協議会において、人権に関する講
演会（明日をひらく人権のつどい）等を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

人権講演会や町内懇談会への参加を通して、市民の人権意識の高揚を図る。

14,32614,09114,144

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 14,144

財　

源　

内　

訳

□拡充

人権を互いに尊重するまちづくりを進めるために、市民に対する人権啓発の機
会を提供していくことは重要であり、事業を継続的に実施していく必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 14,144

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０２０人権啓発推進員活動事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権啓発推進員活動事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

目標値に近い数字は得ているが、前年度より満足度が下がっており、より多くの市民が参加
し、満足感を得られるようにしたい。

講演会参加者数 人 840808954

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２９年度は、東播磨２市２町の持ち回りで実施する中学生人権
作文コンテストの表彰式を併せて開催したことで、前年度と比較し
て参加者が大幅に増加した。

講演会参加者の満足度

目 標 値

90

目標年度

平成29
年度

9010093

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権施策の企画及び推進事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

現 状 と 課 題

平成２９年度から課名を「人権文化センター」に変更し、人権施策の推進組織
と施設の名称を一本化することで、人権に関する組織の明確化を行った。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「加古川市人権教育及び人権啓発に関する基本計画」を策定し、施策の方針を
示す。また、人権擁護委員と連携して、人権啓発活動を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民一人ひとりの人権意識の向上を図る。

3,9336,2597,164

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 65

地 方 債

一 般 財 源 7,099

財　

源　

内　

訳

□拡充

　平成３０年度から５年を期間とする本市の新たな人権施策の指針となる「加
古川市人権教育及び人権啓発に関する基本計画」を策定した。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,164

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５人権施策の企画及び推進事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権施策の企画及び推進事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２９年度市民意識調査における満足度は６３．６％で昨年度より０．８％増加してお
り、目標値６１．０％を超える満足度を得ている。

街頭啓発配布人数 人 3,2503,200

活 動 指 標
分 析 結 果

街頭啓発については、８月及び１２月の年２回で３，２００人に配
布物資を手渡し人権啓発を行った。

人権教育・啓発の推進
に関して満足している
市民の割合

目 標 値

61

目標年度

平成32
年度

62.863.6

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権文化センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

施設が安全に利用できるよう適正に維持管理を行う。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民及び人権文化センターの利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

人権文化センターの維持補修を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

人権文化センターの利用者が安全に安心して施設を使用することができる。

4,8696,8687,692

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 557

地 方 債

一 般 財 源 5,702

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設を適正に維持管理するために、必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,692

そ の 他 特 財 1,433

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０６５人権文化センター維持補修事業
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人権文化センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443265,055

成 果 指 標
分 析 結 果

安全で安心な利用環境の提供により、施設利用人数の維持に寄与している。

施設利用人数 人 13,44318,37317,034

活 動 指 標
分 析 結 果

日々の清掃業務、設備の定期的な保守点検及び施設管理により安全
で安心な利用環境を提供できている。

施設利用人数（実績）

目 標 値

18,000

目標年度

平成34
年度

13,44318,37317,034

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区公民館整備・移管事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地区公民館２４館中２０館については、地元への移管等が済んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域改善対策事業により整備した地区公民館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の地元町内会への移管に向け、設備の改修内容等について地元と協議を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地元町内会に地区公民館を移管する。

5,94067

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 67

財　

源　

内　

訳

□拡充

移管が未実施の４館のうち２館について、地元と移管に向けた改修について協
議を行った。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 67

そ の 他 特 財

平成33年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０４５地区公民館整備・移管事業

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区公民館整備・移管事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

館

対 象 指 標 名

整備地区公民館数 10

成 果 指 標
分 析 結 果

今後の移管に向けて地元と協議を行った。

地元協議回数 回 55

活 動 指 標
分 析 結 果

地元と移管に向けて施設の改修要望や工事の時期などについて協議
を行った。

地区公民館移管（解体
撤去）数

目 標 値

4

目標年度

平成32
年度

10

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

館

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 隣保館移管事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施 　 　 策 ０１人権文化を確立する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

人権文化センターの設置に伴い、旧隣保館の地元への移管等を進めており、４
館のうち３館については終了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

旧志方会館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地元との調整を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地元へ移管を行う。

3,96148,5521,330

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,330

財　

源　

内　

訳

□拡充

旧志方会館については、地元移管に向け協議を行った。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,330

そ の 他 特 財

平成31年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０５５隣保館移管事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０８人権施策推進費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 隣保館移管事業 部 局 名 市民部

課（室）名 人権文化センター

施設

対 象 指 標 名

移管等対象施設数 221

成 果 指 標
分 析 結 果

地元と旧志方会館等に関する覚書を締結した。

事業進捗状況 ％ 05060

活 動 指 標
分 析 結 果

移管に向けて地元と協議を行った。

施設の移管数

目 標 値

1

目標年度

平成31
年度

010

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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